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視点 

 政府が「SDGs を原動力とした地方創生」を提唱したことを受け、地方公共団体は「社会・

環境問題への取組み」と「地方活性化」の要素を持つ施策が求められている。費用計上を前

提とする「社会・環境問題への取組み」の施策と財政改善につながる「地域活性化」の施策

は方向性が異なるため、その接合には工夫が必要となる。「SDGs を原動力とした地域創生

と地域金融機関」シリーズでは、両者を接合する方法論と地域金融機関の関与の方法を考察

する。本論文では、政府主催の「第 2回ジャパン SDGs アワード」で SDGs 推進副本部長賞の

表彰を受けた鹿児島県大崎町と同町に深く関わる鹿児島相互信用金庫の事例を取り上げる。 

 

要旨 

⚫ 「SDGsを原動力とした地方創生」には、「社会・環境問題への取組み」と「地域活性化」

の要素を統合する必要があるが、両施策は方向性が異なるため、基本的にはパラレルに策

定される。地方公共団体が町施策を統合するには、既存の「社会・環境問題の取組み」に

「地域活性化」の施策の要素を接合する、あるいはその逆を行うことが効率的である。 

⚫ 両施策を接合する場合、地域住民に受容される施策でなければ意味がない。それには両施

策とも「信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」を経る必要がある。本論文では、「社会環

境問題の取組み」の施策として、鹿児島県大崎町のゴミの分別廃棄・回収・リサイクルの

施策(以下、「大崎システム」という。）が 2 段階過程を経ていることを確認している。 

⚫ 大崎町役場は、「地域活性化」で同じ問題を抱える鹿児島県長島町が、鹿児島相互信用金

庫と慶應義塾大学 SFC 研究所との間で締結した 3 者協定に着目し、特に鹿児島相互信用金

庫のノウハウを生かした「ぶり奨学プログラム」に着目する。 

⚫ 大崎町も 3 者協定を締結し、大崎システムに「ぶり奨学プログラム」の施策の要素を付加

した「リサイクル未来創生奨学パッケージ」の施策を策定し、「SDGs を原動力とした地方

創生」の施策とする。「リサイクル未来創生奨学パッケージ」は「大崎システム」の方向

性を維持できる範囲内で「地域活性化」の施策の要素を付加していると観察される。 

⚫ 大崎町は 3 者協定を生かして「大崎システム」を軸に「地域活性化」の施策の要素を付加

する形で「SDGs を原動力とした地方創生」の施策を模索している。 

 

キーワード 

 地方公共団体の SDGs 推進、地域創生、信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程 
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１．地方公共団体の SDGs を原動力とした地域創生とその課題 

 2015年9月の国連サミットで持続可能な開発目標（SDGs: Sustainable Development 

Goals）が採択されている。SDGs は「貧困に終止符を打ち、地球を保護し、すべての

人が平和と豊かさを享受できるようにすることを目指す普遍的な行動を呼びかける

もの」と規定され、「経済、環境、社会分野の 3 つの側面に統合的に対応するため

の目標」とされる1。政府は、2019 年 1 月に日本としての SDGs への取組みを示す「SDGs

アクションプラン 2019」を公表し、その中で「SDGs を原動力とした地方創生、強靱

かつ環境に優しい魅力的なまちづくり」が提唱されている2。「SDGs を原動力とした

地方創生」は、地方公共団体に対して、社会・環境問題の取組みと地域活性化の同

時達成を行うよう推奨し、その財源として潤沢な補助金を用意している。 

 さて、SDGsは上述の目標に対応するための 17の Goalと 169の Targetを掲げるが、

その対応を各団体に一任する枠組みを持つ。よって、地方公共団体も自ら対応策を

策定する必要があるが、補助金を当てにして業者等に丸投げする手段も取り得る。

その場合、当該業者等は、需要側の地域住民の特性（できること）や要望（やりた

いこと）を無視し、作り手の勝手な都合（以下「供給側の論理」という。）で大型

施設や大規模な事業等を計画し、そこに SDGs で提唱される 17 の Goal のラベル（図

表 1）の何枚かを貼りつけて SDGs の施策として提案する可能性が高い。過去の地域

活性化でハコモノ行政と批判された施策と同様、その方法が業者等の利益を最大に

するからである。無論、当該提案を採用すれば、今までと同様に利用されない設備

の維持費用や赤字化した事業の補填等が地方公共団体の財政を圧迫し、地域活性化

 
1 詳細は、GRI, UN Global Compact, and WBCSD 編、公益財団法人地球環境戦略機関訳の『SDG 

Compass SDGs の企業行動指針— SDGs を企業はどう活用するか— 』を参照されたい。 

・SDGs Compass HP（邦訳）： 

https://sdgcompass.org/wp-content/uploads/2016/04/SDG_Compass_Japanese.pdf 

（2019.10.17 参照） 

2 詳細は SDGs 推進本部（2018）を参照のこと。 
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に悪影響を及ぼす結末に向かうことになろう（吉田 2018a;2020)。地方公共団体は、

「SDGs を原動力とした地方創生」の施策の場合でも需要側の地域住民の特性と要望

を把握し、彼らが受容できる施策を策定するよう求められているとわかる。 

 

（図表 1）SDGs における 17 の Goal 

 

 

 

 

 

 

（出典：外務省ＨＰ3） 

   

２．本論文4の目的と検証方法 

（１）本論文の地域活性化の考え方 

 本論文では、地域活性化を「人口の社会増（流入－流出＞０）を意識し、地域

経済の活性化を目的に含む様々な試み」と規定している5。地方公共団体が地域活

性化を成功させるには「地域住民との徹底的な対話によって、彼らの特性と要望

を把握することで信頼関係を創り、地域活性化の当事者とする過程」と「信頼関

係を地域外にも広げ、地域内外の当事者の『人のつながり』で当事者の特性と要

望を調整する過程」の 2 段階で構成される「信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」

を経ることが求められる。それによって「供給の論理」を排除し、地域住民が受

容できる施策が策定されるからであり、実際に吉田（2018a,b;2019a,b）は当該想

定が成立することを 2 つの地方公共団体の事例で検証している。  

（２）本論文の目的について 

 政府の提唱する「SDGs を原動力とした地方創生」には、「地域活性化」と「社

会・環境問題への取組み」の要素を持つ施策が求められる。一方、地域経済の活

性化や人口増による将来的な財政面の改善を想定する「地域活性化（以下、必要

に応じて「A」という。）の施策と地域に必須の行政サービスの提供を目的として

現在の歳出を前提とする「社会・環境問題への取組み（以下、同様に「B」という。）

 

3 外務省 HP: https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/about_sdgs_summary.pdf 

 (2019.10.11 参照） 

4 本論文は 2 回シリーズである。全体を通じた議論は「本論文」、今回（第 2回）の議論は

「本論」、前回（第 1 回）の議論（吉田：2020）は「前論」と記載して区別する。 

5 詳細は吉田（2020）を参照のこと。 
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の施策は方向性が異なるため、両施策は、通常は別々に策定されることになる。

よって、予算、ノウハウ、マンパワーが十分とはいえない地方公共団体にとって、

既存の A の施策に B の施策の要素を付加する、あるいは既存の B の施策に A の施

策の要素を付加して「SDGs を原動力とした地方創生」の施策とするのは効率的か

つ現実的といえる。ただし、基になる既存の A または B の施策には、地域住民に

受容される実効性の高い施策が求められる。「SDGs を原動力とした地方創生」へ

の補助金は潤沢に用意されているため、補助金を当てにして業者等に丸投げする

地方公共団体も想定されるからである。その場合、業者は、地域住民の需要を無

視した施設や事業創造等を軸に A の施策を策定し、SDGs の 17 目標のラベルを何

枚か貼ることで B の施策の要素を付加すること、あるいは当該目標を根拠として、

地域住民の優先度の極めて低い B の施策に上述の A の施策の要素を付加すること

で、住民に受容されないが自らの利益を最大にする施策を提案できるからである。 

 前論6では、供給側の論理を排除し、需要側の地域住民に受容される地方公共団

体の社会・環境問題への取組みに係る施策は、地域活性化の施策の策定に係る「信

頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」を援用すること、すなわち第１段階に相当す

る過程を「地域住民との徹底的な対話によって、彼らの特性と要望を把握して信

頼関係を創ることで『地域の社会・環境問題への取組み』の当事者とする過程」

と読み替えることで策定できると確認している。換言すれば「A.地域活性化」も

「B.社会・環境問題への取組み」も「信頼関係の構築・伸長の 2 段階過程」を経

ることで、地域住民の受容する施策が策定されることを意味する。以上の議論か

ら、本論文では、地方公共団体が SDGs を原動力とした地域創生を行い、そこに地

域金融機関が関与するには、以下の 3 つの想定を満たす必要があると考える。本

論文は当該想定の検証を目的としている。 

＜想定①＞ 

 元となる A の施策又は B の施策が「信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」を経

て策定され、地域住民に受容される施策となっていること。 

＜想定②＞ 

 A の施策に B の施策の要素を付加する、あるいは B の施策に A の施策の要素を

付加するには、もう一度「信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」を経ること、

その中で A・B の方向性の違いは調整されていること（A と B の双方を同時達成

する施策の策定は、①②が同時進行するといえる)。 

＜想定③＞ 

  ＜想定①＞と＜想定②＞が成立するならば、地域金融機関は地方公共団体と

早期に対話して、同過程に参加することで当該地域創生に関与できること。 

 

6 吉田（2020)を示す。 
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（３）調査対象となる地方公共団体の抽出 

本論文は、SDGs 推進及び地域の社会・環境問題への取組みに積極的であり、か

つ地域金融機関との関与が明確な地方公共団体として「ジャパン SDGs アワード」

の表彰対象を検索し、鹿児島相互信用金庫(図表 2）が深く関与していることが確

認された鹿児島県大崎町を調査対象としている。 

 

（図表 2）鹿児島相互信用金庫本部ビル 

 

 

 

   

  

            

                （出典）鹿児島相互信用金庫提供 

  

（４）鹿児島県大崎町について 

大崎町は鹿児島県の南東部・大隅半島の東側にあり（図表 3）、人口 13,037 人

（2019 年 6 月 1 日現在）、県庁所在地（鹿児島市）まで約 70Km の距離があり、

高速道路を利用しても車で約 1.5 時間かかる。第一次、第二次産品に係る産業が

盛んで、鹿児島県内の市町村のうち、一人当たり平均所得が 4 番目に高い町であ

る。また、独立独歩の気風があり、僅差ではあるが、隣接する志布志市との合併

を住民投票で拒否した歴史もある。一方で、人口の自然減（出生－死亡＜0）と社

会減（転入－転出＜0）の双方が進んでおり、その対応が急務となっている7。 

 

（図表 3）鹿児島県大崎町 

 

 

 

 

 

 

 

 (出典）大崎町役場(2019) 

  

 

7 詳細は、吉田（2020）を参照のこと。 
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３.前論の位置づけと本論の目的8 

 前論では、鹿児島県大崎町の「B.社会・環境問題への取組み」となる施策を観察

し、＜想定①＞について検証している。 

 大崎町は、高い一人当たり所得という特性及び町民の独立独歩の気風(要望)があ

る。住民の意を受けた大崎町役場(図表 4）も独立独歩の気風（要望）があるが、県

や国からの補助金が予算の 50%を超え、財政面で厳しい状況(特性）にある。役場は、

ゴミの排出量の急増への対応を求められたが、維持費用の高い焼却処分場も新規の

埋立処分場の建設も困難という課題があったとされる。大崎町役場（図表 4）は町民

の要望や特性を踏まえてこれらの課題を調整し、埋立処分場を超長期に利用する施

策を策定している。同施策は、町民が自主的にゴミの分別廃棄を行い、町役場から

委託を受けた民間企業が回収・リサイクル化を行うことで、埋立処分を行うゴミ総

量を抑制するというものである。この施策は「B.社会・環境問題への取組み」の施

策といえる。 

 

（図表 4）大崎町役場 

 

 

 

                   

                  （参考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影  

  

 この施策の要諦は、町民が 27 品目(当初は 16 品目)に及ぶゴミの分別に当事者と

して参加することにある。大崎町役場企画調整課参事の中野伸一氏によれば、当時

の役場の担当者は、150 ある自治会の 15 名の役員と継続的に対話して信頼関係を構

築することから始め、早朝深夜を問わず、各自治会の構成員が集まれる時間と場所

に足を運び、役員とともに町民と対話したという。分別開始日には、役場の職員が

分担して全ての自治会のゴミ収集所に行き、早朝から町民と一緒に分別を行ったと

される。中野氏は、町民も役場の職員がそこまでやるなら協力しようとする機運が

生まれたと述懐する。当該対話と行動を通じて、町役場と町民の間に信頼関係が構

築され、ゴミの分別廃棄を自主的に行うための「衛生自治会」も制度化されている。

現在では、町民がゴミを廃棄するには、任意参加の自治会を母体とするが事前登録

 

8 大崎町に関する全ての記述は、2019 年 9 月に鹿児島相互信用金庫内での同町と連携協定を

提携している同金庫の担当者及び慶應義塾大学総合政策学部玉村雅敏教授への取材、鹿児島

県大崎町内での同町企画調整課参事中野伸一氏、住民環境課課長補佐兼環境対策課長松元昭

二氏等への取材内容と提供資料（松元 2019;大崎町役場 2019）に基づいている。 
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制の「衛生自治会」に加入する必要がある。ゴミの回収・リサイクル業務は、隣接

する志布志市の民間企業を親会社とする「有限会社そおリサイクルセンター」が行

う。同社は親会社の特性（自由な事業運営）及び要望（新規事業進出）と町役場の

特性（27 品目のゴミ分別）及び要望（低予算でゴミ総量抑制）が調整され、役場へ

の全面協力を条件に設立されている。住民環境課課長補佐の松元昭二氏は「同施策

により、大崎町は 12 年間リサイクル率 80％超を継続し、2004 年まで持たないと想

定された埋立処分場が、2019 年時点でも今後 40～50 年持つと試算されている（図表

5）」と述べている。また、2017 年度の大崎町の一人当りゴミ処理経費は 7,700 円で

あり、全国平均 15,500 円と比較すると、町内人口(13,470 人)ベースで年間約 1 億円

の経費削減を達成し続けている。よって、前論では大崎町のゴミの分別・回収・リ

サイクル化の施策の策定は、「信頼関係の構築・伸長の 2 段階過程」を経て、町民

の受容する施策であり、＜想定①＞が検証されたと論結している。 

 

（図表 5）埋立処分場 

 

               

 

  

              （出典）大崎町役場（2019） 

 

 前論では「信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」における第 1 段階目「地域住民

との徹底的な対話によって、彼らの特性と要望を把握することで信頼関係を創り、

『A.地域活性化』あるいは『B.社会・環境問題への取組み』の当事者とする過程」

に着目し、A の施策と B の施策の方向性の違いが第 1 段階目の難易度の差として表出

することを発見している。具体的には、A は地域住民がポジティブに反応する施策を

策定する「攻めの信頼関係」を構築するため、地域住民も当事者になりやすいが、B

は地域住民がネガティブに反応する施策を策定する「守りの信頼関係」を構築する

場合もあるため、地域住民が当事者になりやすいとはいえないことを意味する。大

崎町の場合、役場の多くの職員が当事者となり、対話と行動で地域住民に向き合う

真摯さが共感を生み、町民が当事者として参加する「守りの信頼関係」が構築され

たといえる。前論では、第 1 段階で信頼関係さえ構築されていれば、第 2 段階目の

信頼関係を伸張できることを、そおリサイクルセンターの設立の経緯及び具体的活

動から確認している。 

 本論は、そおリサイクルセンターの設立の過程や運営をより詳細に観察し、「信

頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」の第 2 段階目が「守りの信頼関係」でも成立す

る過程を観察し、＜想定①＞（3 頁下部参照）が「B.社会・環境問題への取組み」の
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施策でも成立することを再検証し、第 2 段階目の具体的な特徴を考察する。その上

で、同町における鹿児島相互信用金庫の関与を観察しながら＜想定②＞及び＜想定

③＞（3 頁下部参照）を検証する。 

 

４．社会・環境問題の取組みから地域活性化へ―そおリサイクルセンターの活動 

（１）そおリサイクルセンターの設立経緯 

 有限会社そおリサイクルセンターは、隣接する志布志市のし尿処理会社「大隅

衛生企業株式会社」を母体とする。松元氏は「大崎町と志布志市(旧志布志町、旧

有明町)で埋立処理施設延命化の具体策を検討した時期と同社が廃棄物処理事業

への参入の検討をした時期が同じで、タイミングが良かった」という。そおリサ

イクルセンターは、自治体の要望を受けて曽於（そお）地区に設立され、曽於地

区 8 町の自治体から業務委託を受けて運営されている。松元氏は同社について「行

政主体の事業体に係る一律的な規制がなく、様々な工夫ができるため、運営費用

を安く抑えられるし、自治体の要望に真摯に対応してくれる」と評価する。また、

「PFI9に近い形で民間の資金、経営能力、技術能力を活用することにより、自治

体が直接実施するよりも効率的かつ効果的にリサイクル事業に取り組めた」とい

う。さらに「同社設立費用は 2 億円程度と聞いているが、行政主体の事業体なら

ば 20 億円程度かかる」と初期費用も大幅に削減できた旨も述べている。 

（２）大崎有機工場の生ゴミと草木ゴミ処理と有機肥料の生産 

そおリサイクルセンターの大崎有機工場（図表 6）は、ゴミ排出量の 6 割を占

める生ごみと草木ゴミを有機肥料としてリサイクルする施設であり、月 180t の処

理能力を持つ。 

 

 （図表 6）大崎有機工場の外観 

 

 

 

 

                （参考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影   

 

社員は、生ゴミを発酵しやすくするために細かく破砕し、臭い対策のために乳

酸菌を噴霧する。ただし、生態系への配慮とコストも考え、工場付近の山に群生

するヨモギから抽出した乳酸菌を使う。その生ゴミに水分調整として破砕された

 

9 Private Finance Initiative の略称。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、

経営能力及び技術的能力を活用して行うことをいう。 
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草木を混ぜて土着菌の力で発行させる。混合物の温度は 80 度以上まで上がるため、

雑菌や害虫の卵等は死滅する。また、一時的に生ゴミを保管するバケツをノコギ

リ屑で洗うことで汚水を防止（図表 7）し、それでも少しは出る汚水も混合物の

水分調整に利用することで、汚水処理施設を不要にしている。松元氏は「行政主

体で施設を作れば、汚水が発生する段階で規制にあわせた汚水処理施設を設置す

る必要があるが、民間の知恵と工夫でコストのかかる汚水処理施設が不要となっ

た。結果、行政が負担する処理委託料も削減できた」と述べている。生産工程の

ほとんどを自然の土着菌に任せるため、人員は常時 2 名体制で済み、低コストで

の運営を可能にしている。 

  

（図表 7）ノコギリ屑を利用した桶洗い 

 

 

 

 

                       （参考）地域・中小企業研究所撮影                       

  

 これらの過程を経て完成した有機肥料は 5 ㎏で 100 円と採算性より利用促進を

優先した価格設定が行われ、「おかえり環ちゃん」との商品名で販売されている。

同工場の社員は「安さを売り物にする有機肥料の中には、発酵途中の未完熟な状

態で雑菌が残ったままのものもあるが、高温で乾燥・滅菌した本商品なら大丈夫」

と胸を張る。 

 「おかえり環ちゃん」は、生ごみ由来ということもあり、当初は販売好調では

なかったと松元氏はいう。しかしながら、親会社の大隅衛生企業が「農業生産法

人ななくさ農園」を開設して同商品を利用した野菜の生産を行い、それらを首都

圏で販売することで、肥料の安全性とイメージ向上につながったと述べている。

現在では町民や周りの農家も同商品を使い始め、売上も増加したとのことである。 

（３）そおリサイクルセンターとローコスト経営 

 そおリサイクルセンターは、27 品目に及ぶゴミの分別廃棄を前提として建設さ

れ、設備が配置されているが、意図しない分別ミスや自転車のように解体してか

ら分別する粗大ごみもある。同センターはこのような作業に必要な作業員を含め、

約 40 名の雇用創出を行っている。松元氏は「大崎町でも 40 名を雇用する企業は

比較的大きく、その経済効果はかなり大きい」という。彼は「ゴミ運搬車を建物

2 階にあげ（図表 8）、2 階で分別したゴミを再鑑し、処理可能なゴミを 1 階の設

備に落下させて投入する処理フロー（図表 9）により、効率的かつ少人数の運営

が可能になる」という。また、「搬入部分がコンクリート壁で仕切られていなく、
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ゴミの増減や新たな分別品目が増えた時でも柔軟に対応できる形になっている。

行政主体では、このような発想を実現できない」と述べている。  

 

（図表 8）そおリサイクルセンター2 階に搬入  （図表 9）1 階の設備とゴミ処理フロー 

                        

 

   

 

 

                   

         （出典）大崎町役場（2019）  （参考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

 

（４）インドネシアへの技術移転 

地域住民がゴミの分別廃棄を行い、分別されたゴミをリサイクルして再資源化

し、埋立処分されるゴミの総量を抑制することで埋立処分場を超長期利用する方

法について、大崎町役場は「大崎システム」と呼称している。大崎町とそおリサ

イクルセンターは JICA10の協力を得て、インドネシア西ジャワ州の州都のデポッ

ク市を手掛かりに、バリ州やジャカルタ首都特別州に大崎システムの技術移転を

行っている。 

松元氏によれば、大崎システムの技術移転は、デポック市にあるインドネシア

大学の関係者が、鹿児島大学との学術連携で市内に滞在したことがきっかけにな

ったとされる。彼らによれば、当時のデポック市の河川はゴミが多く、雨が降れ

ば氾濫し、下流にある首都ジャカルタが洪水になったそうである。彼らは、市内

や訪問先の鹿児島大学内の清潔さに驚くが、それを可能にするのは日本で主流で

はあるが、開発途上国では高額で手が出ない焼却処理施設であることを知る。こ

のような経緯の中で、大崎町の話が俎上にあがったとのことである。 

大崎システムの技術移転は、そおリサイクルセンターの海外進出を JICA が支援

する枠組みで行われたが、中心的な役割を担ったのは町役場である。役場はデポ

ック市職員の視察（図表 10）を受け入れ、大崎町での実務研修を主導し、同シス

テムの要諦が行政と地域住民の信頼関係に基づく協働にあると指導している。松

元氏は、「ゴミ減量化の第一歩は、生ゴミと草木ゴミを他と分別して回収し、有

機肥料にリサイクルすること」にあり、「それまで分別を意識せずに生ゴミ等を

放置していたゴミ中間処理施設に大崎システムを導入することで、大崎有機工場

と同様の有機肥料を生産するに至った」として「この事例を契機に他の都市にも

 

10 独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency)の略称 
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広がった」という。中野氏は「日本のように高額なゴミの焼却処分施設が充実し

た国は先進国でもめずらしい。大崎システムは初期費用も維持費用も安く、資源

化したゴミは利益を生む。その意味で、開発途上国に受け入れやすい」と述べる。 

 

(図表 10）視察風景 

 

 

 

 

 

    

                （出典）大崎町役場（2019） 

 

５．地域活性化への連結－SDGsアワード受賞と鹿児島相互信用金庫との協働 

鹿児島県内で見れば、大崎町の経済状況は良好であり、2015 年度の大崎町の一人

当たり所得は県内 43 市町村中 4 位、2006 年度基準で町全体の所得の伸びは＋5.33％

で同 4 位、一人当たり所得は＋20.34%で同 2 位である11。人口増減率は▲12.47％で

25 位と県平均より減少し、人口の自然減（出生－死亡＜0）も社会減（転入－転出＜

0）も進んでいる。すなわち、同町は地域経済が活性化しているにもかかわらず、人

口の社会減が進む状況にある。中野氏は人口の社会減の原因を「同町に大学がなく、

大学が集中する鹿児島市内まで自動車で 2時間程度かかることが大きい」と述べる。

また「空き家対策や後継者不足等も焦眉の課題である」という。中野氏は、予算、

マンパワーあるいはノウハウ不足でこれらの課題になかなか積極的な施策を打てな

い中でも様々な方法論を模索しており、同様の課題を抱える鹿児島県長島町の「ぶ

り奨学プログラム(以下、「ぶり奨学 PGM」という。）」を始めとする様々な施策等12

を研究したという。そもそも「SDGs アワード」への応募も鹿児島相互信用金庫と慶

應義塾大学 SFC 研究所(以下、「慶應 SFC」という。）との間で締結した 3 者協定の

協議の中で出てきた話であり、中野氏は SDGs を吟味して「自分達が理想とし、実践

している活動と変わらない」と思ったと述懐する。彼は「大崎町のやるべきことは

多く、全てはこれからであるが、それでもゴミ処理に係る施策が軌道に乗り、第 2

回 SDGs アワードで SDGs 副本部長賞を受賞したことで予算の目処もついた。ようや

く町の活性化と向き合える」と笑顔を見せる。大崎町役場（2019）は「同町の問題

解決には、町職員（住民）自らのレベルアップと外部からの情報・知識・人材登用」

 

11 詳細は吉田（2020）を参照のこと。 

12 詳細は吉田（2019b）を参照のこと。 



©信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

 

金融調査情報 ２０１９－３１ ２０２０．３．１１ 

11 

が必要と述べ、鹿児島相互信用金庫との協働を糸口と捉えている。 

（１）鹿児島相互信用金庫との協働―旧大崎支店店舗の貸与から 

鹿児島相互信用金庫のそうしん地域おこし研究所で、大崎町の地域活性化に協

力する担当課長によれば、「大崎支店（図表 11）の開設は昭和 25 年 6 月と現存

する店舗のうち 3 番目、鹿児島市外では最も歴史の長い支店であり、多くの先輩

職員が在籍し、お客さんとのつながりも深い」として「同金庫と事業者のお客様

とで作る『信ちゃん会』にも 47 社が参加している」と述べる。 

 

  （図表 11）鹿児島相互信用金庫大崎支店新店舗 

 

 

 

                   

                 （参考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影  

 

一方で、担当課長は「行政と接点は強いとはいえない状況が続いたが、2015 年

1 月の大崎支店新店舗の建設が転機になった」と述べている。大崎支店は、新旧

店舗（図表 12）ともに町役場から 5 分程度の大通りの交差点に面した同一の敷地

内にある。同課長によれば、新店舗の建設時、当時の理事長は、旧店舗を地域活

性化への取組みのため、地元の人々が農作物や水産品を持ち寄り、集う場所とし

たいとの想いを持ち、旧店舗について地元の特産品を販売する運営会社に賃貸し、

同社は生産者 146 名が参加する特産品販売所「おおさきマルシェ」を開設してい

る。中野氏は、おおさきマルシェの経営は順調だったとして、地域活性化に一定

の貢献をしたと評価している。旧店舗が同金庫と大崎町役場の架け橋になったこ

とがわかる。 

 

（図表 12）旧大崎支店(旧おおさきマルシェ) 

 

 

 

 

 

                                 （参考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影    

 

なお、現在、おおさきマルシェは、後述する連携協定による「未来創生フィー

ルドワーク」の結果、より多様な人々が集う地域活性化の拠点とする提案が多く
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出されたことを受けて、2019 年 3 月に営業を終了し、賃貸先も運営会社から大崎

町衛生自治会に変更し、より良い活用法を模索中である。現在は、以前より行っ

ており、住民のニーズも高い生涯学習の場としての利用等を継続しながら、SDGs

の推進拠点として活用するべく準備を進めている。 

（２）鹿児島相互信用金庫及び慶應 SFC との「提携協定」の締結 

 地域活性化を考えている中野氏は、以前より共通する課題の多い鹿児島県長島町

が鹿児島相互信用金庫と慶應 SFC との間で「地方創生に関する連携協力協定」を

締結したことに着目していた旨を述べている。特に実家から通学できる範囲内の

大学等が限られる地域おいて、若年層を中心とする人口の社会減が進む状況への

対応策として策定された「ぶり奨学 PGM13」については「大崎版にカスタマイズし

て導入することに強い興味があった」と述べている。彼は「旧大崎支店の利用を

含め、地域活性化への取組みには外からの力が必要であり、共通の課題も多い長

島町で実績のある鹿児島相互信用金庫と慶應 SFC との連携協定が効果的であると

考えていた」との旨を述べている。本論は、その具体的な取組みとして、以下の

2 例を示す。 

 イ．リサイクル未来創生奨学パッケージ 

   

 （図表 13）ローン案内 

 

 

 

 

 

 

 

              （参考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

  

 リサイクル未来創生奨学パッケージは、「ぶり奨学 PGM」の大崎町カスタマイ

ズ版であり、基本的に同じ構造を持つ。同パッケージは、大学・専門学校等に進

学予定の町民の保護者等に奨学資金の貸付を行う「リサイクル未来創生奨学ロー

ン」、同ローンの返済金相当額を助成する「リサイクル未来創生奨学助成制度」、

返済金相当額助成のために町が創設した奨学基金に、地元業者からの寄付やふる

さと納税を活用する「リサイクル未来創生奨学寄付制度」、町外に転出した就学

者とのつながりを持ち続ける「リサイクル交流事業」、地元への就職・起業を支

 

13 ぶり奨学金に関する詳細は、吉田（2019b）を参照のこと。 
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援する「リサイクル未来創生就職・起業支援制度」より構成される。「リサイク

ル未来創生奨学ローン（図表 13）」は、大崎町と提携した鹿児島相互信用金庫が

提供する同町住民向け学資ローンである。同ローンの貸与・返済の対象者は就学

者の親権者で、貸与金は就学者の口座に毎月自動送金される。変動金利 1.5％

（2019.11.1 現在）、融資金額上限 500 万円、融資期間 5 年以内（在学予定期間

により最長 7 年）、専門学校生、大学生、大学院生等に月額 5 万円の奨学資金が

貸与される(高校生は対象外)。奨学金の貸与は当座貸越、卒業すると証書貸付に

切り替わり、以降 10 年の元利均等又は元金均等返済となる。同ローンには(一社)

しんきん保証基金の保証がついている。 

 「リサイクル未来創生奨学助成制度」は、「リサイクル未来創生奨学ローン」

の返済金相当額を大崎町が設置した奨学基金から助成する制度である。元金は卒

業生が卒業後 10 年以内に大崎町に戻ってきた場合、翌年度から 10 年間かけて助

成される。利息は大崎町に戻る・戻らないに関わらず、その年度に支払った額が

翌年度に助成される。なお、一度、大崎町に戻り、奨学金助成期間内に再転出し

た場合には、以降の元金は助成されない。 

 「リサイクル未来創生奨学寄付制度」は、町が創設した奨学基金に鹿児島相互

信用金庫を含む民間からの一般寄付、ふるさと納税による寄付金等を募る受け皿

である。制度の持続可能性の確保及び地域が一体となって子供たちを支援する視

点から、民間からの継続的な寄付が重視される。大崎町では、そおリサイクルセ

ンターに委託した費用とリサイクルした資源の売却金との差額で計上される年間

800～1000 万円程度の益金の一部を奨学基金に積み立てていくこととしている。 

ロ．大崎町役場、鹿児島相互信用金庫及び慶應 SFC との協働 

 大崎町は、連携協定を結んだ慶應 SFC の玉村雅敏教授の監修のもとで、鹿児島

相互信用金庫職員、大崎町若手職員及び慶應 SFC 等の学生・院生を中心に、大崎

町の地域創生に係るフィールドワークを複数回行っている。 

  

  (図表 14)研修プログラムの一部 

 

  

 

 

              （参考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

 

 筆者は 2019 年 9 月 14～16 日のフィールドワークを見学させていただいたが、

大崎町役場の若手職員 5 名、鹿児島相互信用金庫から 10 名、慶應 SFC 等の学生・

院生等 5 名の計 25 名が参加し、大崎町の社会・環境問題を解決する事業創出を目
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的としたプログラムが組まれている(図表 14)。 

 フィールドワークの 1 日目は、そおリサイクルセンター及びゴミの埋立処分場

の見学と大崎システムに係る座学により大崎システムを体感・理解すること、そ

して大崎町役場が同システムにかける想いを学ぶカリキュラムが用意されている。

空いた時間には町の観光資源を見学している。2 日目は 5 名程度のグループにわ

かれ、各グループの問題意識に応じて大崎町役場が用意した商店、一般家庭、外

国人技能実習生あるいは役場 OB 等の様々な立場の町民の皆様の所を訪問して取

材を行う。取材後は事業創成のプランをグループ別に作成する。3 日目は町役場

の大ホールを使い、グループごとに新しい事業創成のプレゼンテーションを行っ

ている。特に、2 日目の取材には、中野氏や松元氏等の役場職員も参加し、町民

の特性や要望を把握しようと様々な質問を行っている。例えば、ベトナムから農

園に来た若い女性の外国人技能実習生 3 名の取材では、彼女たちが農作業用の重

機操作の取得を目的に来日しており、日本語の習得等に興味はない、着物は着て

みたい、ゴミ分別は面倒だけど仕方がない等々の生活情報を聞きながら、中野氏

は旧大崎支店の利用法を模索していることが観察されている。 

 

６.その他の大崎町の取組み―地域活性化に向けて 

 中野氏は、予算制約やゴミ処理施設に係る施策等の様々な問題を抱えながらも地

域活性化の手段を模索している。  

（１）菜の花エコプロジェクト 

 菜の花エコプロジェクトは、そおリサイクルセンターの工場で生ゴミと草木ゴ

ミから作った有機肥料「おかえり環ちゃん」を利用して菜の花を栽培、今では珍

しくなった国産菜種油（「ヤッタネ！菜ッタネ！」）を生産、ふるさと納税の贈

答品や学校給食等に利用し、廃油は石鹸やゴミ収集車の燃料、学校給食等の生ゴ

ミは再び有機肥料の原料にすることで完全循環型農業を達成している。大崎町が

リサイクルの町であることを対外的に示す象徴的な活動として位置づけている。 

（２）ふるさと納税とその発展 

 中野氏は、ふるさと納税制度を「地方公共団体が初めて能動的な財源確保の手

段を得た」と評価して積極的に活用している（図表 15）。大崎町の返礼品で利用

される畜産物（鶏・牛・豚）、養殖鰻、農産物（マンゴー・サツマイモ）はすべ

て高品質で一定の評価を受けており、町内の生産者や加工業者が返礼品の受託生

産を請け負う。2015 年度のふるさと納税による税収は 27 億円と町村で 1 位にな

っている。中野氏は「翌年度から返礼品に商品券等を利用した地方公共団体の攻

勢もあり、日本一ではなくなった」と苦笑するが、それでも 2016 年度 16 億円、
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2017 年度 23 億円、2018 年度 17 億円14と常に町税を上回る税収を得ている。中野

氏は「ふるさと納税制度は本当に有難いが、いずれ無くなる可能性も意識すべき」

と述べ、生産者や加工業者がふるさと返礼品用に投資した設備が無駄にならない

よう、通信販売等のルートを考慮中であると述べる。 

 

（図表 15）返礼品カタログ 

 

 

 

 

 

 

         （参考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

 

７.検証結果 

 大崎町役場は町民と対話して各々の特性と要望を把握・調整し、ゴミの分別廃棄・

回収・リサイクルによって、埋立処分するゴミの総量を削減し、ゴミの埋立処理場

を超長期利用する施策を施行している。その施策により、大崎町は 80%超の日本一の

ゴミのリサイクル率を 12年間継続し、全国平均の約半分のコストでゴミ処理を行う。

一連の施策は「大崎システム」と呼称され、インドネシアに技術移転されるに至る。 

 前論では「大崎システム」が「信頼関係の構築・伸長の 2 段階過程」を経て策定

されていることを確認している。特に第 1 段階において、町役場が町民との間に「守

りの信頼関係」を醸成することにより、町民が当事者となって事前登録制の衛生自

治会やゴミステーション（図表 16)等を運営し、その結果、同施策の要諦となる 27

品目のゴミの分別廃棄を行うための態勢が整備されたことを確認している。 

 

(図表 16）ゴミステーション 

 

 

 

              （出典）大崎町役場（2019）  

 

14 詳細は大崎町 HPを参照のこと。 

 大崎町 HP: 

https://www.town.kagoshima-osaki.lg.jp/kc_shoukoukankou/kurashi/zekin/furusato

/jisseki.html(2020.1.8参照) 
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 本論は、第 2 段階目の再検証から始めている。第 2 段階では、町役場は、町民が

27 品目のゴミの分別廃棄を行うとする信頼関係を始点にして、町外の大隅衛生企業

の特性と要望を調整して信頼関係を伸長している。大隅衛生企業は当該分別廃棄を

前提とする設備や人員配置を行い、子会社「有限会社そおリサイクルセンター」を

設立している。そおリサイクルセンターは、町役場からゴミの回収・リサイクル化

の業務を委託され、埋立処分を行うゴミを 20%以下に削減することで既存のゴミの埋

立処分場の超長期利用に成功している。また、回収したゴミはリサイクルして資源

化し、年間 800～1,000 万円程度の売却額を行政に収めている。さらに、民間業者と

して、行政主体の事業体では不可能な様々な工夫を行い、全国平均と比べて年間 1

億円程度の維持費用を削減している。よって、大崎町役場が策定したゴミの分別廃

棄・回収・リサイクル化の施策は、「信頼関係の構築・伸長の 2 段階過程」の第 1

段階で構築した「守りの信頼関係」が、第 2 段階でそおリサイクルセンターの設立・

運営へと伸長し、町民に受容されているといえる。このことから、＜想定①＞の「元

となる A の施策と B の施策が「信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」を経て策定さ

れ、地域住民に受容される施策となっていること」が再検証される。 

 中野氏は、「大崎システム」が SDGs との共通性が高いことを理解し、政府の「SDGs

を原動力とする地域活性化」を「『大崎システム』を原動力とする地域活性化」と

捉え、その方法を模索している。大崎町は一人当たり所得が県内で 4 番目に高く地

域経済も活性化しているが、大学等への進学のために若年層が町外へ流出するため、

「地域経済が活性化しても人口の社会減が継続する」問題を抱えている。彼は、同

様の問題を抱える鹿児島県長島町が慶應 SFC と鹿児島相互信用金庫と結んだ連携協

定に着目し、特に「ぶり奨学ローン」を軸とする「ぶり奨学 PGM」を大崎システムと

合わせてカスタマイズすることを考えていたという。 

 中野氏の想いは、大崎町役場、鹿児島相互信用金庫及び慶應 SFC との３者協定の

締結（図表 17）という形で結実する。 

 

（図表 17）3 者協定の発表 

 

 

 

 

 

 

               （出典）大崎町役場（2019） 

 

 大崎町役場は、同町の「B.社会・環境問題の取組み」である「大崎システム」に
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長島町の「A.地域活性化」の施策である「ぶり奨学 PGM」を付加した「リサイクル未

来創生奨学パッケージ」を 3 者連携の中で策定している。同パッケージでは、民間

からの寄付金の受け皿となるぶり奨学 PGM の「ぶり奨学基金」と同じ「リサイクル

未来創生奨学基金」を創設している。ぶり奨学基金制度は長島町内の漁協から継続

的に寄付金を得る仕組みを持つが、大崎町の場合は、住民や衛生自治会の取組みに

よって 27品目に分別されたゴミをそおリサイクルセンターがリサイクルして資源化

し、その売却額の一部を毎年基金に積み立てる仕組みを持つ。「大崎システム」の

方針や実務に大きく影響しない範囲内で「ぶり奨学 PGM」の要素が付加されていると

わかる。 

 この仕組みによって、「リサイクル未来創生奨学パッケージ」は、「B．社会・環

境問題への取組み」の施策に「A．地域活性化の取組み」の施策の要素を付加し、政

府の「SDGs を原動力とする地方創生」の施策となっているとわかる。この過程では、

「信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」の第１段階は、町役場が町民の特性と要望

が、長島町と同じ特性及び要望を持つことを把握しているため、町民との信頼関係

の構築は当初から達成しているとわかる。同第 2 段階は、鹿児島相互信用金庫の特

性（奨学プログラムに係るノウハウ）及び要望（地域の U ターン支援、会員企業の

人材確保等）を調整し、信頼関係を伸長していることが観察される。 

 また、A・B の方向性の違いは、双方の施策の方向性を維持できる範囲で調整され

ていることがわかる。よって、＜想定②＞の「A．地域活性化の取組み」の施策に「B．

社会・環境問題への取組み」の施策の要素を付加する、あるいは B の施策に A の施

策の要素を付加するには、もう一度「信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」を経る

こと、その中で A・B の方向性の違いは調整されていること」については、B の施策

に A の施策の要素を付加する場合についてのみ検証されている。 

 鹿児島相互信用金庫は、一等地にある旧大崎支店店舗を地域活性化のために提供

したことを契機に行政と一定の関係を構築しただけでなく、長島町との地域活性化

で培ったノウハウが同様の問題を抱える大崎町に適用することで、「信頼関係の構

築・伸長」に参加している。よって、＜想定③＞の「＜想定①＞と＜想定②＞が成

立するならば、地域金融機関は地方公共団体と早期に対話して、同過程に参加する

ことで当該地域創生に関与できること」も検証される。 

 

８．結論とインプリケーション 

 本論文は、鹿児島県大崎町をケーススタディとして、「A．地域活性化」だけでな

く、「B．社会・環境問題への取組み」も「信頼関係の構築・伸長の 2 段階過程」を

経ることで「供給の論理」による施策を避け、地域住民に受容される施策が策定さ

れることを論結している。将来的な税収増を想定する A の施策と行政サービスとし

て経費計上を前提とする B の施策は方向性が異なり、その差異は、第 1 段階で地域
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住民と構築する信頼関係の難度の差として表出することを発見している。いずれに

しても信頼関係が構築されていれば、第 2 段階で信頼関係の伸長が期待できる。よ

って、本論文は、＜想定①＞が検証されたことを前提として議論を行っている。 

 「A．地域活性化」の施策と「B．社会・環境問題への取組み」の施策は、方向性

が違うため、地方公共団体は基本的に各々の施策をパラレルに策定する。本論文で

は、地方公共団体が B の施策に A の施策の要素を付加することで「SDGs を原動力と

する地方創生」を策定する方法を観察している。当該施策の要素を付加するには、

もう一度「信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」を経て、B の施策の方向性を維持で

きる範囲内で A の施策の要素を付加するよう調整されていることを発見している。

よって、＜想定②＞は一部検証されている。また、地域金融機関が可能な限り早期

に地方公共団体と対話を行い、2 段階過程に参加することが求められており、＜想定

③＞が検証される。 

 さて、本論は、いくつかのインプリケーションを示しておきたい。第 1 に、同町

は 3 者協定に基づき、慶應 SFC の学生・院生等、鹿児島相互信用金庫及び大崎町役

場の若手職員と「12 年間リサイクル率日本一」を誇る大崎町というコンセプトのも

とに新規事業の創成を課題とするフィールドワークを行うが、それは B の施策に A

の施策の要素を付加しようと模索していることが窺える。同フィールドワークでは、

参加者が町民と対話することを重要視しており「信頼関係の構築・伸長の 2 段階過

程」の第１段階の手順を踏んでいる。当該対話には講師役の役所の職員も利用可能

な施策のヒントを得ようとする姿勢が観察される。おおさきマルシェの活用方法の

変更も 3者協定に基づく未来創生フィールドワークでの検討結果によるものであり、

現在も新たな活用法に係る具体的な施策を協議している。その意味では、＜想定②

＞の「B の施策に A の施策の要素を付加する」ことを再検証したとはいえないが、将

来的には検証事例となることが期待される。 

 第二に、＜想定②＞の「A の施策に B の施策の要素を付加する」事例として、A の

施策に相当する「ふるさと納税制度」に B の施策に相当する「大崎システム」の要

素である「菜の花プロジェクト」を付加する施策があげられよう。ふるさと納税制

度では、菜の花プロジェクトの推進を謳い、返礼品に菜の花プロジェクトで生産さ

れる国産菜種油「ヤッタネ！菜ッタネ！」を加えている。菜の花プロジェクトは、

大崎町の完全循環農業の第一歩となる上、リサイクル率日本一の象徴としての宣伝

効果もあるが、まだ発展途上であるため、本論では触れるにとどめている。ただし、

この場合も A・B の方向性の違いは、双方の施策の方向性を維持できる範囲内で調整

されていることがわかる。 

（吉田 哲朗） 
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 本レポートのうち、意見にわたる部分は、執筆者個人の見解です。また当研究所が信頼できると考える情報
源から得た各種データなどに基づいてこのレポートは作成されておりますが、その情報の正確性および完全性
について当研究所が保証するものではありません。 
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【バックナンバーのご案内：金融調査情報】（2019 年度） 

号 数 題   名 発行年月 

2019-1 信用金庫の小売業、飲食業、宿泊業向け貸出動向 2019 年 4 月 

2019-2 信用金庫の若手職員育成事例④ -新宮信用金庫- 2019 年 5 月 

2019-3 福井信用金庫の２支店の平日休業について 2019 年 5 月 

2019-4 女性職員の活躍拡大への取組み -湘南信用金庫の制服廃止- 2019 年 7 月 

2019-5 
高齢社会に対応した成年後見サポートへの取組み 

－沼津信用金庫の事例から考える信用金庫による地域貢献－ 
2019 年 7 月 

2019-6 ＳＢＩ証券による地域銀行との共同店舗開設について 2019 年 8 月 

2019-7 人口減少・高齢社会の店舗展開 -おかやま信用金庫「内山下スクエア」- 2019 年 8 月 

2019-8 空知信用金庫の「健康企業宣言」 2019 年 8 月 

2019-9 
信用金庫における純資産の充実動向とその意義について 

―配当政策等における地域銀行との比較― 
2019 年 9 月 

2019-10 信用金庫の地区別貸出金増加率と業種別寄与度の動向 2019 年 9 月 

2019-11 信用金庫統計でみる 2018年度と 2019 年度（７月まで）の動き 2019 年 9 月 

2019-12 信用金庫の事務合理化への取組み（その２） -経営戦略 23- 2019 年 9 月 

2019-13 信用金庫における製造業への支援方法－支援体制の強化－ 2019 年 9 月 

2019-14 信用金庫のＡＴＭ効率化への取組み -経営戦略 24- 2019 年 9 月 

2019-15 信用金庫の貸出金利回り改善への取組み -経営戦略 25- 2019 年 11 月 

2019-16 信用金庫の手数料収入強化への取組み -経営戦略 26- 2019 年 11 月 

2019-17 蒲郡信用金庫の未利用口座管理手数料 2019 年 11 月 

2019-18 城南信用金庫の職場風土改革への取組み「ＡＢＣ実践ミーティング」 2019 年 11 月 

2019-19 

金融検査マニュアル廃止後の自己査定・償却・引当の取扱い 

－「金融検査マニュアル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方」

(案)にかかる論点整理－ 

2019 年 11 月 

2019-20 信用金庫の生産性向上への取組み -住友生命ＷＰＩプロジェクト- 2019 年 11 月 

2019-21 枚方信用金庫の地方創生（巡リズム®）への取組み 2019 年 11 月 

2019-22 枚方信用金庫の創業支援への取組み 2019 年 11 月 

2019-23 
信用金庫の本店・本部の建替え事例 

-北門信用金庫・さわやか信用金庫- 
2019 年 12 月 

2019-24 地域金融機関の副業の解禁（制度化）動向 2019 年 12 月 

2019-25 
SDGs を原動力とした地域創生と地域金融機関（１）-１ 

－地方公共団体（鹿児島県大崎町）の事例から－ 
2019 年 12 月 

2019-26 最近の信用金庫の不動産業向け貸出動向 2020 年 1 月 

2019-27 地域金融機関の店舗戦略と今後の方向性 2020 年 1 月 

2019-28 株式会社セブン銀行の第４世代ＡＴＭ「ＡＴＭ＋」について 2020 年 2 月 

2019-29 
信用金庫の組織改革に向けて① -株式会社クレディセゾンの「ダイバーシテ

ィ＆インクルージョン」- 2020 年 2 月 

2019-30 
大規模災害時における地域金融機関の対応と復旧・復興への取組み 

－２０１８年７月 西日本豪雨災害で被災した吉備信用金庫の事例より－ 2020 年 2 月 

＊バックナンバーの請求は信金中央金庫営業店にお申しつけください。 
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信金中央金庫地域・中小企業研究所 活動状況 
（2020 年 2 月実績） 

○レポート等の発行状況 

発行日 分     類 通巻 タ  イ  ト  ル 

20.2.4 内外金利・為替見通し 2019-11 
物価の基調は弱く、日銀は年間を通じ現行の緩和策を維持しよ
う 

20.2.17 金融調査情報 2019-28 株式会社セブン銀行の第４世代ＡＴＭ「ＡＴＭ＋」について 

20.2.17 金融調査情報 2019-29 
信用金庫の組織改革に向けて① 
－株式会社クレディセゾンの「ダイバーシティ＆インクルージ
ョン」－ 

20.2.20 経済見通し 2019-5 
実質成長率は19年度0.4％、20年度0.4％、21年度0.7％と予測 
－コロナウイルスの感染拡大が当面の景気の下押し要因に－ 

20.2.25 産業企業情報 2019-9 
ゼロから考える「中小企業のＳＤＧｓ」 
－前向きな取組みで企業経営の改善と社会問題の解決を両立－ 

20.2.28 金融調査情報 2019-30 
大規模災害時における地域金融機関の対応と復旧・復興への取組み 
－2018年7月西日本豪雨災害で被災した吉備信用金庫の事例より－ 

○講演等の実施状況 

実施日 講 演 タ  イ  ト  ル 主     催 講演者等 

20.2.3 
元気が出る！中小企業の経営事例 
－環境変化に果敢に挑む中小企業経営者－ 

飯能信用金庫 鉢嶺実 

20.2.4 2020 年の景気予測 苫小牧信用金庫 角田匠 

20.2.6 
「地域創生をめぐる主な動きおよび信用金庫
の取組事例」について 

(一社)群馬県信用金庫協会 広沢将之 

20.2.7 米中貿易摩擦の現状と日本経済の見通し 埼玉縣信用金庫 奥津智彦 

20.2.7 2020 年の経済展望 東京シティ信用金庫 角田匠 

20.2.17 
環境変化に挑む！中小企業の経営事例 Ⅳ 
－あらためて見直されるファミリービジネス
（同族経営）の“継続力”－ 

東京東信用金庫 
（墨田区・江東区しんきん
協議会事務局） 

鉢嶺実 

20.2.26 日本経済の現状と株式・為替相場の見通し 多摩信用金庫 角田匠 

20.2.26 
ファミリービジネスに関する事例研究 
－その「継続力」の源泉を探る－ 

ファミリービジネス研究会 鉢嶺実 

20.2.27 日本経済の現状と株式・為替相場の見通し 宮城第一信用金庫 角田匠 

20.2.27 東京オリンピック後の経済見通し 杜の都信用金庫 角田匠 

＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL https://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

https://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 


